
   

 

令 01 原機（敦廃）007  

令和元年 12 月 16 日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 
住 所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 
申 請 者 名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
代表者の氏名 理事長  児玉 敏雄 

 

 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43 条の 3 の 34 第 3 項

において準用する同法第 12 条の 6 第 3 項及び第 5 項の規定に基づき、下記のとおり

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画に係る軽微な変更を届け出ます。 

 

 

記 

 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

   氏名又は名称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

   住    所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 

   代表者の氏名  理事長  児玉 敏雄 

 

二 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地 

   名    称  高速増殖原型炉もんじゅ 

   所  在  地  福井県敦賀市白木 2 丁目 1 番地 

 

三 変更に係る事項 

平成 30 年 3 月 28 日付け原規規発第 1803282 号をもって認可を受け、その後、

平成 30 年 8 月 22 日付け 30 原機（敦廃）002、平成 30 年 12 月 27 日付け 30 原機

（敦廃）003 及び令和元年 5 月 31 日付け令 01 原機（敦廃）001 にて変更届け出を

行い、令和元年 12 月 13 日付け原規規発第 1912135 号にて変更認可を受けた高速

増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画書の一部を別紙のとおり変更した。 



 

 

 

四 変更の理由 

第 11-2 図に示す第 1 段階（燃料体取出し期間）の工程表について、2019 年度の

燃料体の取出し作業の進捗に合わせて見直した。 

具体的には、燃料体取出し作業等の実績に応じ、2019 年度の燃料体の取出し開

始時期を 2019 年 10 月から 9 月に、燃料体の処理開始時期（燃料体の取出し終了

時期）を 2019 年 12 月から 11 月に変更し、また、体数について「進捗状況によっ

て体数が変更となる可能性がある。」ことを追記した。 

本変更については、2019 年度の燃料体の取出し作業が順調に進捗した結果等を

計画書に反映するものであり、廃止措置の実施に伴う災害の防止上支障はないた

め、軽微な変更として届け出る。 

 

五 変更日 

令和元年 12 月 14 日 

以 上 



 

 

別紙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 
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高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更届出書 前後比較表 
変更箇所 届出前 届出後 理由 

十一 廃止措置の

工程 
1．廃止措置の工

程 
第 11-2 図  
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